
改 正 後 改 正 前

措置法第３７条 （（特定の事業用資産の 措置法第３７条 （（特定の事業用資産の

買換えの場合の譲渡所得の課税の特 買換えの場合の譲渡所得の課税の特

例）） 関係 例）） 関係

（買換資産が２以上ある場合の面積制限の適用） （買換資産が２以上ある場合の面積制限の適用）

３７－１０ ・・・・・・（措置法令第２５条第２８項第１号に規定する・・・・・。 ３７－１０ ・・・・・・（措置法令第２５条第２７項第１号に規定する・・・・・。

（譲渡対価を区分した場合の面積制限の適用） （譲渡対価を区分した場合の面積制限の適用）

３７－１１ ・・・・・・納税者が措置法令第２５条第３５項又は第３６項の規定によ ３７－１１ ・・・・・・納税者が措置法令第２５条第３４項又は第３５項の規定によ

り、・・・・・・。 り、・・・・・・。

（面積制限の異なる買換資産がある場合） （面積制限の異なる買換資産がある場合）

３７－１１の２ ・・・・・・措置法令第２５条第２８項に規定する・・・・・・。 ３７－１１の２ ・・・・・・措置法令第２５条第２７項に規定する・・・・・・。

（仮換地に係る面積制限） （仮換地に係る面積制限）

３７－１１の５ ・・・・・・土地改良法（緑資源公団法において準用する場合 ３７－１１の５ ・・・・・・土地改良法（農用地整備公団法において準用する

を含む。）による仮換地の指定を受けた・・・・・・。 場合を含む。）による仮換地の指定を受けた・・・・・・。

（平成３年３月 ３１日以前に取得した土地等についての買換えの適用） （平成３年３月 ３１日以前に取得した土地等についての買換えの適用）

３７－１１の９ 措置法第３７条第１項の表の第１号の上欄に規定する譲渡資産は、 ３７－１１の９ 措置法第３７条第１項の表の第１号の上欄に規定する譲渡資産は、

平成３年３月３１日以前に当該個人により取得（平成３年４月１日以後の取 平成３年３月３１日以前に当該個人により取得（平成３年４月１日以後の所

得で、措置法令第２５条第９項各号に掲げる取得を含む。）がされた資産に 得税法第６０条第１項各号に該当する贈与、相続、遺贈又は譲渡による当該

限ることとされているため、・・・・・・・・・・。 資産（当該贈与をした者、当該相続に係る被相続人、当該遺贈に係る包括

遺贈者又は当該譲渡をした者が平成３年３月３１日以前に取得をしたものに

限る。）の取得を含む。）がされた資産に限ることとされているため、・

・・・・・・・・・。

－１７－



改 正 後 改 正 前

（平成３年３月３１日以前に取得した資産の範囲） （新 設）

３７－１１の１０ 措置法第３７条第１項の表の第１号の上欄に規定する譲渡資産に

は、平成３年４月１日以後に当該個人により措置法令第２５条第９項各号の

規定による取得がされた資産が含まれるのであるが、当該取得がされた資

産について、更に、同項各号に掲げる事由による取得がされた場合の当該

取得資産も含まれるものとする。

（平成３年４月１日以後に交換差金を支払って取得した交換取得資産等と特 （新 設）

例の適用）

３７－１１の１１ 措置法令第２５条第９項第１号、第３号又は第４号の規定による

取得がされた資産の取得に要した金額が、それぞれ同項各号に掲げる事由

により譲渡した資産の譲渡価額を超える場合（措置法第３３条の６第１項第

３号に掲げる場合を含む。）であっても、当該取得された資産のすべてが

措置法第３７条第１項の表の第１号の上欄に規定する譲渡資産に該当するの

であるから留意する。

（「産業業務施設として使用されている建物」の判定） （「産業業務施設として使用されている建物」の判定）

３７－１１の１２ ・・・・・・・・・・。 ３７－１１の１０ ・・・・・・・・・・。

（産業業務施設として使用されている建物の敷地の用に供されている土地等） （産業業務施設として使用されている建物の敷地の用に供されている土地等）

３７－１１の１３ ・・・・・・・・・・。 ３７－１１の１１ ・・・・・・・・・・。

（所有期間が１０年を超える土地等についての買換えの適用） （所有期間が１０年を超える土地等についての買換えの適用）

３７－１１の１４ ・・・・・・・・・・。 ３７－１１の１２ ・・・・・・・・・・。

－１８－



改 正 後 改 正 前

（市街地整備計画を有している地域） （市街地整備計画を有している地域）

３７－１２の２ 措置法令第２５条第１３項第３号（（誘致区域の範囲））に規定する・ ３７－１２の２ 措置法令第２５条第１２項第３号（（ 誘致区域の範囲））に規定する・

・・・・・。 ・・・・・。

（土地の有効利用のための買換え） （土地の有効利用のための買換え）

３７－１３ ・・・・・・（措置法令第 ２５条第１９項に規定する・・・・・・。 ３７－１３ ・・・・・・（措置法令第２５条第１８項に規定する・・・・・・。

（「建築面積」及び「床面積」の意義） （「建築面積」及び「床面積」の意義）

３７－１３の７ ・・・・・・措置法令第２５条第１９項、第２１項及び・・・・・・。 ３７－１３の７ ・・・・・・措置法令第２５条第１８項、第２０項及び・・・・・・。

（表の第１３号の上欄又は表の第１４号の下欄の家屋でその構造上区分された部 （表の第１３号の上欄又は表の第１４号の下欄の家屋でその構造上区分された部

分の意義） 分の意義）

３７－１３の８ 措置法令第２５条第１９項第１号に規定する「構造上区分された数 ３７－１３の８ 措置法令第２５条第１８項第１号に規定する「構造上区分された数

個の部分」及び同条第２１項第３号に規定する・・・・・・。 個の部分」及び同条第２０項第３号に規定する・・・・・・。

（床面積の５分の３以上に相当する部分が専ら住居の用途又は住宅の用に供 （床面積の５分の３以上に相当する部分が専ら住居の用途又は住宅の用に供

されているかどうかの判定） されているかどうかの判定）

３７－１３の９ 措置法令第２５条第１９項第３号に規定する・・・・・・又は同条 ３７－１３の９ 措置法令第２５条第１８項第３号に規定する・・・・・・又は同条

第２１項第１号に規定する・・・・・・。 第２０項第１号に規定する・・・・・・。

（貸家住宅の床面積が譲渡資産である木造の貸家住宅の床面積を超えている （貸家住宅の床面積が譲渡資産である木造の貸家住宅の床面積を超えている

かどうかの判定） かどうかの判定）

３７－１３の１０ 措置法令第２５条第２１項第２号に規定する・・・・・・。 ３７－１３の１０ 措置法令第２５条第２０項第２号に規定する・・・・・・。

－１９－



改 正 後 改 正 前

（貸家住宅の床面積の２分の１以上に相当する部分が専ら住宅として貸家の （貸家住宅の床面積の２分の１以上に相当する部分が専ら住宅として貸家の

用に供されていることの判定） 用に供されていることの判定）

３７－１３の１１ 措置法令第２５条第２１項第２号に規定する・・・・・・。 ３７－１３の１１ 措置法令第２５条第２０項第２号に規定する・・・・・・。

（共用部分がある場合の床面積基準の判定） （共用部分がある場合の床面積基準の判定）

３７－１３の１２ 措置法令第２５条第２１項第２号に規定する・・・・・・。 ３７－１３の１２ 措置法令第２５条第２０項第２号に規定する・・・・・・。

（譲渡がなかったものとされる部分の金額等の計算） （譲渡がなかったものとされる部分の金額等の計算）

３７－１９の２ ・・・・・・・・・・。 ３７－１９の２ ・・・・・・・・・・。

（注）１ ・・・・・・、納税者が措置法令第２５条第３５項又は第３６項の規定 （注）１ ・・・・・・、納税者が措置法令第２５条第３４項又は第３５項の規定

により、・・・・・・。 により、・・・・・・。

２ ・・・・・・・・・・。 ２ ・・・・・・・・・・。

（土地区画整理事業等の施行地区内の土地等の事業用の判定） （土地区画整理事業等の施行地区内の土地等の事業用の判定）

３７－２１の２ ・・・・・・土地改良法による土地改良事業又は緑資源公団法 ３７－２１の２ ・・・・・・土地改良法による土地改良事業又は農用地整備公

第１８条第１項第７号イ（（業務の範囲））の事業の施行地区内・・・・・。 団法第１９条第１項第１号イ（（業務の範囲））の事業の施行地区内・・・・・。

（仮換地等の指定後において取得した土地等の事業用の判定等） （仮換地等の指定後において取得した土地等の事業用の判定等）

３７－２１の３ ・・・・・・又は土地改良法（緑資源公団法において準用する ３７－２１の３ ・・・・・・又は土地改良法（農用地整備公団法において準用

場合を含む。）・・・・・・。 する場合を含む。）・・・・・・。

（長期先行取得が認められるやむを得ない事情） （長期先行取得が認められるやむを得ない事情）

３７－２７の２ ・・・・・・措置法令第２５条第２９項に定める・・・・・・。 ３７－２７の２ ・・・・・・措置法令第２５条第２８項に定める・・・・・・。

－２０－



改 正 後 改 正 前

（特別償却等を実施した先行取得資産の取扱い） （特別償却等を実施した先行取得資産の取扱い）

３７－２７の３ 譲渡資産の譲渡をした日の属する年の前年以前に取得した資産 ３７－２７の３ 譲渡資産の譲渡をした日の属する年の前年以前に取得した資産

につき措置法第１０条の２から第１０条の５まで及び第１０条の７（（特別償却又 につき措置法第１０条第２項から第４項まで（（所得税額の特別控除））、第１０

は所得税額の特別控除））、第１１条から第１２条の４まで（（特別償却等））・・ 条の２から第１０条の５まで及び第１０条の７（（特別償却又は所得税額の特別

・・・・・・・・。 控除））、第１１条から第１２条の３まで（（特別償却等））・・・・・・・・・・。

（取得期間の認定を行う場合のやむを得ない事情） （取得期間の認定を行う場合のやむを得ない事情）

３７－２８の２ ・・・・・・措置法令第２５条第２９項に定める・・・・・・。 ３７－２８の２ ・・・・・・措置法令第２５条第２８項に定める・・・・・・。

（買換資産の取得が計画と異なる場合の譲渡資産の再区分） （買換資産の取得が計画と異なる場合の譲渡資産の再区分）

３７－２９ ・・・・・・、その見込みに応じて措置法令第２５条第３５項（（譲渡資 ３７－２９ ・・・・・・、その見込みに応じて措置法令第２５条第３４項（（譲渡資

産と買換資産との対応））の規定により・・・・・・改めて措置法令第２５条 産と買換資産との対応））の規定により・・・・・・改めて措置法令第２５条

第３５項の規定により・・・・・・。 第３４項の規定により・・・・・・。

（買換えの証明書の添付） （買換えの証明書の添付）

３７－３０ ・・・・・・措置法規則第１８条の５第８項及び第１０項（（買換え証明 ３７－３０ ・・・・・・措置法規則第１８条の５第９項及び第１１項（（買換え証明

書））・・・・・・。 書））・・・・・・。

－２１－


